
（単位:円）

流 動 資 産 2,820,742,529 流 動 負 債 2,012,439,003

現 金 及 び 預 金 691,005,452 工 事 未 払 金 631,923,032

受 取 手 形 8,811,000 短 期 借 入 金 850,000,000

電 子 記 録 債 権 81,465,868 未 払 法 人 税 等 1,615,532

完成工事未収入金 1,848,261,254 未 成 工 事 受 入 金 89,416,809

未 成 工 事 支 出 金 530,568 工 事 損 失 引 当 金 112,170,000

材 料 貯 蔵 品 8,835,815 賞 与 引 当 金 119,131,713

前 払 費 用 16,970,319 役 員 賞 与 引 当 金 17,138,071

未 収 入 金 152,588,580 未 払 金 177,658,035

仮 払 金 13,796,673 預 り 金 6,291,979

貸 倒 引 当 金 △ 1,523,000 未 払 費 用 7,093,832

固 定 資 産 2,693,481,324 固 定 負 債 398,207,312

有形固定資産 2,385,830,849 退 職 給 付 引 当 金 310,341,200

建 物 761,689,395 株 式 報 酬 引 当 金 41,115,000

構 築 物 196,173,597 長 期 未 払 金 ( 従 業 員 ) 41,121,112

機 械 及 び 装 置 821,267,382 長 期 未 払 金 ( 役 退 ) 5,630,000

車 輌 及 び 運 搬 具 3,342,277

工 具 器 具 3,759,018 2,410,646,315

備 品 17,299,180

土 地 582,300,000 株 主 資 本 3,103,577,538

建 設 仮 勘 定 0 資  本  金 350,000,000

資本剰余金 352,003,433

無形固定資産 7,639,903 資 本 準 備 金 352,003,433

ソ フ ト ウ ェ ア 6,163,759 利益剰余金 2,401,574,105

電 話 加 入 権 1,476,144 利 益 準 備 金 12,039,999

投資その他の資産 300,010,572 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,389,534,106

投 資 有 価 証 券 9,358,271 繰 越 利 益 剰 余 金 2,389,534,106

繰 延 税 金 資 産 289,612,134

長 期 前 払 費 用 284,167

差 入 保 証 金 606,000

その他投資等・会員権 150,000 3,103,577,538

5,514,223,853 5,514,223,853

貸借対照表

負 債 ・ 純 資 産 合 計

資　産　の　部 負　債　の　部

純 資 産 合 計

負 債 合 計

資 産 合 計

純　資　産　の　部
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個 別 注 記 表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

 

１.資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券の評価基準および評価方法 

その他有価証券 

① 時価のあるもの---------------------期末決算末日の市場価格等に基づく

                  時価法（評価差額は全部純資産直入

                  法により処理し、売却原価は移動平

                  均法により算定） 

② 時価のないもの--------------------- 移動平均法による原価法 

（2）棚卸資産の評価基準および評価方法 

①原材料 ----------------------------- 個別法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算

定） 

②未成工事支出金 --------------------- 原価法・個別法 

 

２.固定資産の減価償却方法 

（1）有形固定資産 ------------------------ 定額法 

（2）無形固定資産 ------------------------ ソフトウェアについては、社内に 

おける利用可能期間（５年）に基 

づく定額法 

（3）投資その他の資産の償却資産-----------定額法 

 

３.引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

①一般債権 ----------------------------- 貸倒実績率法によっております。 

②貸倒懸念債権及び破産更生債権 --------- 個別に回収可能性を勘案し、回収 

不能見込額を計上しております。 

 

（3）賞与引当金---------------------------従業員に対する賞与金の支給に備 

えるため、支給額を見積り当会計 

期間の負担に属する額を計上して 

おります。 

 

（2）役員賞与引当金---------------------- 役員に対する賞与金の支給に備え 

るため、支給見込額を計上してお

ります。 

 

 

 



（4）退職給付引当金 ---------------------- 従業員の退職給付の支出に備える 

ため、当期末における退職給付債 

務の見込額に基づき、当期末にお 

いて発生していると認められる額 

を計上しております。 

 

（5）株式報酬引当金 ---------------------- 株式報酬引当金は、株式交付規定

に基づく取締役（非常勤取締役を

除く）、執行役員及び技監（以下

総称して「制度対象者」という）

に対する将来の株式会社横河ブリ

ッジホールディングスの普通株式

の交付に備えるため、制度対象者

に割り当てられたポイントに応じ

た支給見込額を計上しております。 

 

（6）工事損失引当金 ---------------------- 当期末の未引渡工事のうち損失が

発生すると見込まれ、かつ当期末

時点で当該損失額を合理的に見積

ることが可能な工事について、当

期以降の損失見積額を計上してお

ります。 

 

４．重要な収益及び費用の計上基準 

当社の主要な事業である橋梁事業の工事契約については、一定の期間にわたり

履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を

認識しております。進捗度の測定は、当事業年度の期末日までに発生した原価

が、予想される原価の合計に占める割合に基づいて行っております。 

 

 

 

 

Ⅱ.当期純損失額              １６９，７１４千円 

 


